
NTTの新規事業開発とグループ経営の構築
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はじめに

NTTでは，昭和60年 4 月の民営化以来，積極的に新

規事業開発に取り組み，現在140社を越える子会社・関連

会社が設立され，出向・転籍者数も約 1 万余名を数える

に至っている.また，昭和63年度の決算では，子会社・

関連会社の売上高は約5900億円となり， トータルで初の

経常利益の黒字化を達成した.黒字会社の数も赤字のそ

れを上回るなど，子会社・関連会社は，自主，自立の道

を力強く歩み始めている.

民営化後 4 年半を迎えたNTTの新規事業開発の状況

などについて概括することとしたい.

1. 新規事業開発

1. 1 制度改革

昭和60年 4 月の民営化以来， NTTでは新規事業の開

発について，子会社・関連会社の設立など，投資という

方法で積極的に取り組んでいる.元来，電電公社時代に

は，投資の対象とすることができる事業は，日本電信電

話公社法(以下「公社法J と言う)第 3 条の 2 ， 3 およ

び同条の 4 にもとづく公社法施行令第 l 条に示されたも

のに限定されていた.具体的には，次の事業である.

(1) 公社法第 3 条の 2

国際電信電話株式会社

(2) 公社法第 3 条の 3

宇宙開発事業団及び通信・放送衛星機構

(3) 公社法施行令第 1 条

船舶通信会社，自動車電話会社，キャプテン会社，

ポケットベル会社など

これに対し，公社法に代わる日本電信電話株式会社法(以

下「会社法J という. )においては， NTTの投資につい

て特段の規程はなく，これにより NTTは，自主的な判

断にもとっ・いて子会社・関連会社などに対して投資を行

かようやすとし NTT関連企業本部事業開発推進部
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ない，新規事業の開発を推進していくことができるよう

になった.

1.2 新規事業開発の園的

このような制度の変更に伴い， NTTが積極的に新規

事業を展開していく目的は，次のように整理することが

できる.

(1)情報通信は，国民生活，産業活動など社会のさまざ

まな面において，即時性・効率性なと・を備えたインフラ

ストラクチャーとして必要不可欠なものとなっており，

技術革新と相いまって，社会・経済環境の変化によるニ

ーズの多様化・高度化に対応して，より一層の発展が予

想される.このような背景の中で， NTTが社会にとっ

ても新規事業となるニュービジネスを開拓することは，

情報通信産業の成長に寄与することはもちろん，新しい

産業が成長でき得る社会的基盤作りにも貢献できるとい

える.

(2)民営化により，従来電電公社が独占していた圏内電

気通信事業に対して，今日，光ファイパ，通信衛星など

低コストの最新技術を駆使した市場競争が展開されてい

る. NTT としては，より一層の競争力強化のために，

NTT本体の事業効率化・活性化を推進することが重要

となっており，そのために，社員の適性に応じた幅広い

職場を新規事業の領域で確保する必要がある.また，そ

れにより，企業体質・経営基盤の強化が図られ，ひいて

は，お客様の利用しやすい料金， 1 SDNの早期導入な

どが可能となる.

1.3 新規事業開発の基本的芳え方

NTTの事業範囲については，会社法により大枠が定

められている.これによれば，本来業務である園内電気

通信事業およびこれに付帯する業務のほか，郵政大臣の

認可を受けて，会社の目的を達成するために必要な業務

を営むことができるとされている.付常業務とは，技術

的・設備的要素などから圏内電気通信事業に関連する業

務であり，端末設備などの販売， コンサルティングなど

が例として挙げられる.また，目的達成業務とは，本来

業務たる電気通信業務との関連度合いは薄いが，会社の
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目的を達成する上で必要と認められる業務であり，海外

電気通信プロジェクトに対するコンサルティング，電話

番号を主体とした各種利用案内サービスなどが挙げられ

る.これらの業務は主に， NTTへの移行時に電電公社

が現に行なっていたものである.

一方，多様化・高度化するニーズに対応した新規事業

の開発に当っては，地域社会や他企業との協力が必要な

場合や， NTT本体の事業展開から独立して，機動的に

事業を展開する方が望ましい場合が多く，この場合には

子会社・関連会社の設立(投資)による方法が適切と考

えている.そして，別会社により新規事業を展開してい

く場合， NTT としては，新規事業開発の目的，みずか

らの電気通信事業者としての性格・立場などを考慮し，

以下のような基本的な考え方にもとづいて活動を進めて

いる.

(1)事業領域の拡大(多角化)

新規事業開発の重要な目的のひとつは，事業領域を拡

大(多角化)することであることから，子会社・関連会

社は極力NTTへの依存度を少なくし，みずからが新し

い事業を開拓していくものでなければならないと考えて

L 、る.

(2)NTT本体のスリム化・活性化への貢献

子会社・関連会社は，その事業を発展させることによ

り，社員の適性に応じた幅広い職域を確保することを原

則としており， NTTからは，その事業を行なうのにふ

さわしい優秀な人材を派遣しているところである.この

人材派遣は，単に子会社・関連会社の育成に寄与するだ

けでなく，派遣された人材は，新しい領域にチャレンジ

し，その経験を将来NTT本体に還元されることが期待

されている.

(の経営資源の利活用

NTTには，電気通信サービスの提供を通じて，技術

力，人材，不動産など有形・無形の経営資源が蓄積され

ているが，企業体質・経営基盤の強化は，これらの資源

を有効活用することによりはじめて可能になるものであ

る.したがって，別会社による新規事業を展開するさい

には，まず， NTTの有する経営資源の分析・把握に努

め， さらに，これらの資源の一層の有効活用のための場

を社外に見出し，最終的には，子会社・関連会社の活動

を通じて，最大のアウトプットを生み出すことを目標と

している.

(4)外部のノウハウの積極的導入

新しい事業領域へ進出するに当り， NTTの保有する

199。年 1 月号

経営資源のみでは限界がある場合がある.また，他企業

と協力することで，互いの経営資源を補完しながら一層

の有効利活用が図れる場合には，他社とのジョイントに

より子会社・関連会社を設立している.

(5)既存産業界の秩序の尊重

子会社・関連会社の設立に当っては，地元の業界，団

体などへの説明を通して理解を得るなど，既存の産業界

の秩序を尊重るよう十分配意している.

1.4 新規事業の現状

以上のような考え方に沿ってこれまで展開してきた新

規事業の概況を，以下，展開分野別に簡単に紹介する.

また，主な子会社・関連会社の概要について，表 1 に示

したので併読されたい.

(l)NTTの技術を利活用し，情報通信産業の発展に資

する事業

高度情報化社会の進展に伴って， VAN ・ LANやユ

ューメディアなどさまざまな情報通信サーピスが誕生，

発展してきている.また，高度エレクトロユグス分野，

情報処理・ソフトウェア関連，さらにインテリジェント

ピル関連やテレコントロール事業についても成長が期待

されている，これら一連の分野は，いずれもNTTの保

有する電気通信関連技術の成果を活かせ，将来も期待で

きることから，他企業とのジョイシトにより，積極的に

事業展開を図っているところである.

(2)NTTが保有する人的・物的資源を利活用し，社会

の利便向上に資する事業

電気通信関連技術以外に， NTTの保有する人的・物

的資源もさまざまな事業分野に適用が可能である.代表

的な例jとしては，土地・建物などの不動産を利活用して

のスポーツ施設や駐車場の運営，さらには，オアイスピ

ルの開発事業などが挙げられる.また，番号案内などで

電話応対のノウハウを持った人材を活用してのテレマー

ケティング事業も全国的に展開している.

(3)NTTの業務を支援し，より良い電気通信サービス

の提供に資する事業

NTTが電気通信事業を運営する上で，さまざまな周

辺業務が発生するが，これらをピジネスチャンスとして

捉え，事業化するすることが可能となっている.たとえ

ば， リース・金融事業，広告・出版事業，設備保全関連

事業などについて事業化を実施し， NTTに対するサポ

ート部隊として位置づけている.

(4)地域社会の要請に応えての出資

このほか，今日，地域を情報化，活性化することを目
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的として，各地でプライベートキャプテン事業会社や地

域開発事業会社が設立されているが， NTTは，地域社

会の要請に応えて，これらの会社等に応分 (20%未満)

の出資を行なっている.

2. グループ経営の構築

NTTは，昭和63年 1 月，電電公社時代に設立した会

社を含め育成・管理を中心に行なってきた「関連企業部J

と，新規事業の探索・開発を行なってきた「経営企画本

部新規事業開発室J を統合し， r関連企業本部J を新設し

た.これは，民営化以降設立した会社・関連会社は創業

間もない会社が多く，事業を軌道に乗せ，その拡大を図

ってゆくことが特に重要であるとの視点にたち，グルー

プ会社の設立から育成・支援までを一貫して実施する強

力なスタッフ機能を確立することを目的としている.

また，子会社・関連会社は自主・自立を基本に運営さ

れているが，その経営に当ってはNTT本体の事業部と

密接な関係を有しているところから，子会社・関連会社

個々に担当事業部を明確化して，育成・支援に当ってい

る.

さらに，今後，新規事業を拡大・発展させてゆくため

には， NTT本体と子会社・関連会社間のグループ意識

の一層の強化を図る必要があるため，関係会社社長や各

種研修会を開催する，また，グループ聞のコミュユケー

ションを目的とした月刊誌 rWAJ を発行するなどの施

策を積極的に展開しているところである.

これらの結果，昭和63年度決算では，子会社・関連会

社 131 社の過半数の69社が黒字化を達成するに至ってい

るが，今後もひき続き， r関連企業本部J を中心として，

既存グループ企業の協力強化に努めていく考えである.

おわりに

以上， NTTの新規事業開発の基本的考え方や現状等

について述べた. NTTの子会社・関連会社は，創業問

もない会社が多く， rNTT グループJ と表現するにはし、

ま一歩の感があるが，今後，それぞれの会社が，事業特

性を十分に活かして健全な発展をとげ， NTT企業グル

ープ総体として社会に貢献できるよう，その育成・支援

に努めていく考えて-ある.

このほか，特にNTTが保有する不動産について，電

気通信機器の小型化，業務の集約化などにより，今後と

も有休資産の発生が見込まれることから，より一層の利

活用を推進していく考えである.

また. NTTの技術は電気通信を中心としたものであ

るが，この電気通信から派生した関連技術を活用するこ

とにより，より幅広く社会のために貢献で‘きる可能性が

あるところから，これらの技術を応用した事業化を推進

していくこととしている.

表 1 主な子会社・関連会社

1. NTTの技術を利活用し、情報通信産業の発展に資する事業
(1)高度エレクトロニクス分野

会 社 名 股立年月日 所在地 資本金 NTT持株比率 事 業 概 要
(百万円〉 (%) 

NTTソフトウェア側 政l 7. 2 神奈川県 200 97. 5 基本ソフトウェ7の股針・製造・緑持管理・販売等

胸躍際電J気基通礎信技術研究所 61. 3.22 京都府 20884.35 59. 9 電I!I:気・2通E信備の・技機術髭等に関の賃す貸る研等究開発・調査、研究開発用施

NTTインテリグェント 62. 6. 3 神奈川県 300 53 AI ソフト開発周ワークステーション(販E売L等1 S) のハ
テクノロジ側 ードウェア、基本ソフトウェアの開発、

何回百NIC 1附EGRATION 62. 7.24 米 国 420万ドル 49 光按導術綾移田転路等商用化技術の研究開発、ライセンス許lIi及び
RES臥RCH.INC. tn イ t 州

側77ティ 1. 5. 2 東京都 49 g 5 1 LSI 等の躯遣に必要な薄膜形成義置の開発・販売・
保守等

ADVANCED ENERGY 1. 5.30 カナダ 2000万針fS 45 高性能リチウム二次電池の研究開発等
TECHNOLOGIES INC. }(), -11-
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(2) VAN ・情報処理・データベース分野

会 社 名 役立年月日 所在地 資本金 NTT持採比率 事 業 概 要
f百万円〉 (%) 

INSエンジニアリング宮崎 ω'. 5.鈎 東京事E 499 33. 5 小応型用DシスI テPムSをの主開力発機・阪密発とす等るCADシステム・ CAD

インターネヲト側 ω， 6.18 東京都 4000 25 異機種hl9・n.. mft のJ)t.，・鍵9間供後等続などによるVAN と
VAN を結ぷ『事，19・tJ トfxの

"NTT PC 60. 9. 4 東京都 1400 90 パソコント通の信企画ネヲトワーク・パソコン通信用埼京ハード
コミ aユケージ・ンズ -ソ7 ・開発・販売等

日本情報通信欄 ω'.12. 18 東京都 6000 50 VAN等のネットワークサービスの提供等

日本カードエンジニア明ング 61. 6. 8 東京都 1 600 20 プリペイドカードに関する情報処理システムの段計等
側

会 社 名 役立年月日 房在地 資本金 NTT持株比率 事 業 相E 要
(百万円〉 C%) 

NTT7 r *，ト ~xt ， 掬崎 62. 4. 1 東京都 400 45 FAシステムの市場動向等の調査・分析、‘光LANシス
テムの開発・研究等

NTTラーニング 62. 9.21 東京都 200 31 CAI を中心とした敏I 散育事材業・全以誌般のに関企す画る市贋場莞調・販査売・分簿
システムズ胸 祈.1寸fl~ぴCA ・

NTTデータ通信悌 関.5. 23 東京都 10000 100 データ通信サービス、システム機器原発事業

(3) キャプチン等ニューメディア関連分野

会 社 名 役立年月日 所在地 資本金 NTT持株比皐 事 • • 聖書
〈百万円〉 c,,) 

キャプテンサービス鋤 59. 2. 27 東京都 1200 4 O. 4 ピデオテヲタス通信網サービス及びキャプテシ傭搾セシ
タに係る受託業窃冨面作成入力代行業務等

日本テレマティーク側 ω8.20 東京都 300 50 プライペートキャプテンシステムの販売、システム導入
のためのコンサルティング等

(4) インテリ>1"，ントピル関連分野

会 社 名 設立年月日 所在地 資本金 NTT持掠比率 事 業 榎 要
(百万円) C%) 

NTTin9ÿ早川m..~x側 61. 9. 3 東京都 30 52 インテリジェントピルの維持管理、情報通信援鏑D陶3
設計・請負・維持管理等

日本71刈れト ~x附 62. 2.26 東京都 1 0 0 35 インテリジェントピルの総合維持管理業務等

NTTインテリジェント 63. 9.28 東京都 1 50 30 インテリジェントピル用各種商品の開発・販完等
企画開発側

(5) テレコン・オ7 トーク通信事業分野

会 社 名 投立年月日 所在地 資本金 NTT持株比率 事 業 概 要
(百万円〉 C%) 

NTT中央 邸.2. 25 東京都 400 6 O. 3 自動遺爾検針システム等の企画・開発及び還嘗等
テレコンネヲト側

NTTオフトーク通信鱒 1. 2. 3 東京都 400 49 オフトーク通信システムの設計・運営に関するコンサル
ティング及び虫歯末機器、 t)，設備の開発・供給・ '-Ã等

(6) コンサルティング分野

会 社 名 訟立年月日 所在地 資本金 NTT持繰比率 事 業 概 要
(百万円) (%) 

総合通信エンタニアリシグ側 ω'. 4.26 東京都 20 50 電気通信事業に関するコンサルティング、開~保
守・運用指導等

勝情報通信縄合研究所 60. 6.18 東京事E 160 5 O. 9 情報・通信に関する園内外の各種調査・分続・研究、そ
の受託業務等
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2. NTTが保有する人的・物的資源を利活用し、社会の利便向上に資する事業

I1lNTTの不動産開発分野

会 社 名

NTT都市開発鱒

NTT東海耳f'I担卸輔

NTT関西耳、動産側

(2) NTTの不動産事l活用分野

①健康・スポーツ

会 社 ，名

妙、ロー・スポーツプラザ
(関西〉

働山口一・スポーツプラザ
{東部

脚、ルスパーク

② その他

会 社 名

側ル，パルク

側インフォメーション
スペースサーピス

側NTTフローラ

(3) 7:レすーケティング分野

会社名

NTTテレマーケティング側

股立年月日

61. 1.21 

1. 3. 8 

1. S. 8 

役立年月日

62. 4. 3 

62. 4. 6 

1. 1.13 

段立年月;日

ω.12. 19 

61.10. 2 

63. 7.25 

所在地 資f百本万円金> NTT持株比事
(%) 

東京都 6712 1 0 0 

愛知県 3679 100 

大阪府 1220 100 

所在地 資本金 NTT持株比率
(百万円〉 (%) 

兵庫県 245 46 

東京都 70 76 

東京都 90 35 

所在地 資〈百本万円金> NTT持練比率
(%) 

東京都 20 90 

千葉県 50 45 

東京都 70 70 

3. NTT業務を支援し、よりよい電気通信サービスの提供に資する事業

(1)海外戦略分野

会 社 名 設立年月日 所在地 資本金 NTT持株比率
(百万円) (%) 

NTTインターナショナM暢 ω'.10.17 東京都 3000 52. 7 

NTT Aaer i ca. 1 置 c. 62.11. 2 米 国 200万F~ 1 00 
ニ1-3-t州

NTT E ・ rope Lld. 1. 4. 1 英 国 40万むF 100 
ロンドン
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事 業 概 要

NTTに係る不織謹の取得・建設・処分・管理・賃貸等

事 業 概 要

スポーツ雌の経営ならびにそのコンサルタント鋪等|

健康・医療関連事業の市嶋動向・調査分析等

事 業 畿 要

駐車場業等

盛気Iê録煤体・取引伝票・文書等の保管、集E鍾等

t半蘭議培・販売、及び貸纏木事業等

事業.要

テレマーケティング、電話代行業務、テレホ〉サーピス
の企画・創作・販売等

事 業 概 要

海外における電気通信システムの陵計・施工・量型車・圏E
売、これらに関する総合的~)~.ニ7わF ・ J)fftfIJJ苓

アメリカ減に、お技け術る国移際転調、広達報実擾、一、電般気調査通、信事外債婁者蛸・T支大学援
等との交
、渉外、出張者支援等

酎刊における電気通信主官庁との対広田欄蝿語土昼、
技査術・情移転報、収集ワンストップショッピングの提供、広報、調

渉M.、出碩者支援等
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{宮} リ日ス・金趣分野

会 社 名 股立年月日 所準地

NTT リース側 飢4.11 東京事E

NTn)t.・1)~ニ.7'))1 臨時 ω'.12. 24 東京都

HTT F I nance (弘正) Llalted 61. 6.10 London 

NTTオートリース悌 62. 2.20 東京都

{羽カード事業分野

会社名

側テレカ

(4) 広告・出版 .ft理店分野

会 社 名 設立年月日 所在地

側NTT トラベルサービス ω.11.20 東京都

側NTT1' ~ 60.12.18 東京都

NTT出版側 位. 9. 4 東京都

!日移動体酒信分野

会 社 名 股立年月日 所在地

日本船勉通信械 27.12. 4 東京都

NTT中央移動通信欄 54. 9.17 東京都

(6) 電話帳分野

会 社 名 役立年月日 所在地

臨時日本電話帳開発 61. 4.26 東京都

側NTTメディアスコープ 62. 8. 6 東京都

{η エンジニアリング分野

会社名

側tTf~JU)~ニ1~)1東京

1990 年 1 月号

資本金 NTT持株比率
(百万円〉 (%) 

250 4 O. 4 

380 48 

10百万防 100 

300 46. 5 

資本金 NTT持株比率
(百万円〉 (%) 

40 25 

50 75 

20 51 

資(百本万円金> NTT持株比事
(%) 

1 300 5 1. 9 

2621 43. 4 

資本金 NTT持味比率
(百万円〉 (%) 

300 50 

1 00 36 

耳匹 業 機 要

婚来犠器等に関するリース・割同声事

電気通信設備工事用彼器・汎用測定器・工具・特殊車両
等のレンタル、リース、書賦飯発、技術指導等

海外金圏直事業(主として資金運用〉

車両のリース・レンタル・メンテ受託業務等

事業視要

テレホンカードのエンコード業務、広告ftI妻鹿集積等

事 業 • 要
旅行業法に筆づ〈術T業

社内媒体・ 7ス煤体を対.とする広樹理案審等

オーダーメード出版物・一般出版物・情報建旬発仔、セ
ミナーの企画・実施等

事 業 概 要

船舶電話に関する加入・料金事務、機器の段量・保守

ポケヅトペル、自動時及峨闘に郎加入・
料金事務、機器の股置・保守

事 業 続 要

司め闘のノ昆広ウ告ハ販ウ売の活導動入、に関マーすケティング活動を推進するた
るコンサルティング等

新しいタイプの電話帳及びオーダーメード出震物の創作
等

事業概要

東京における電柱敷地等の用地街街、地権審擁箆等管理
業務等
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